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場 所 第３委員会室
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平成20年５月８日（木曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

県民政策部

１．新エネルギーについて

環境森林部

１．地球温暖化対策の現状と取組について

２．本県の廃棄物処理の現状について

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．その他

出席委員（14人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 蓬 原 正 三

委 員 押 川 修一郎

委 員 外 山 衛

委 員 宮 原 義 久

委 員 黒 木 正 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 黒 木 覚 市

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 図 師 博 規

委 員 権 藤 梅 義

委 員 川 添 博

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県民政策部

県 民 政 策 部 長 丸 山 文 民

県民政策部次長
渡 邊 亮 一

（政 策 担 当）

部 参 事 兼
土 持 正 弘

総 合 政 策 課 長

環境森林部

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

環境森林部次長
森 山 順 一

（ 総 括 ）

環境森林部次長
寺 川 仁

（技 術 担 当）

部 参 事 兼
飯 田 博 美

環 境 森 林 課 長

環 境 管 理 課 長 堤 義 則

環境対策推進課長 道 久 奉 三

山村・木材振興課長 楠 原 謙 一

計 画 指 導 監 森 房 光

事務局職員出席者

政策調査課主事 近 田 暁 洋

議 事 課 主 査 隈 元 淳 二

○西村委員長 それでは、ただいまから環境・

新エネルギー対策特別委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

ただいま御着席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元にお配りの日程（案）をごらんく

ださい。

本日は、委員会設置後、初の委員会でありま
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すので、まず、執行部により、当委員会の設置

目的に関する「現状と課題」などにつきまして

概要説明をいただいた後に、調査項目及び調査

活動計画について御協議いただきたいと思いま

すが、このように取り進めてよろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

県民政策部においでいただきました。

初めに、私から一言ごあいさつを申し上げま

す。

私は、この特別委員会の委員長に選任されま

した日向市選出の西村賢です。まず、一言ごあ

いさつ申し上げます。

本年は、洞爺湖サミットも予定されており、

県民の環境に対する関心も非常に高い年になろ

うと思っております。特に新エネルギーの分野

に関しましても、原油高騰や地球温暖化といっ

た非常にスケールの大きな問題も抱えておりま

すが、この１年、一生懸命に我々取り組んでま

いりたいと思っております。

それでは、私ども14名がさきの県議会の委員

として選任されました。今後１年間、調査活動

を実施していくことになります。

次に、委員を紹介いたします。

最初に、私の隣が延岡市選出の河野哲也副委

員長です。

続きまして、皆様から見て左側から、都城市

選出の徳重忠夫委員です。

北諸県郡選出の蓬原正三委員です。

西都市・西米良村選出の押川修一郎委員です。

日南市・南那珂郡選出の外山衛委員です。

小林市選出の宮原義久委員です。

東臼杵郡選出の黒木正一委員です。

続きまして、皆様から見て右側から、延岡市

選出の井本英雄委員です。

日向市選出の黒木覚市委員です。

宮崎市選出の鳥飼謙二委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

宮崎市選出の権藤梅義委員です。

宮崎市選出の川添博委員です。

以上で委員の紹介を終わります。

それでは、執行部の幹部職員の紹介及び概要

説明をお願いいたします。

○丸山県民政策部長 皆さん、おはようござい

ます。県民政策部長の丸山です。どうかよろし

くお願い申し上げます。

私ども県民政策部は、県民起点の政策立案、

それから総合的な政策推進を図りますとともに、

地域振興や住民との協働、それから交通ネット

ワークの維持充実、各種啓発など、県民生活に

直結するさまざまな業務を所管するものとして、

４月１日で発足したところであります。新たな

組織のもとで、職員一丸となりまして、質の高

い県民生活の実現に向けて努力していく所存で

あります。委員の皆様方の御指導と御理解をよ

ろしくお願い申し上げまして、最初のあいさつ

にさせていただきます。

では、座りまして、幹部紹介と説明をさせて

いただきたいと思います。よろしくお願いしま

す。

まず、幹部職員の紹介をさせていただきます。

お手元の資料の１ページをお開き願います。
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県民政策部の政策担当次長の渡邊亮一です。

次に、部参事兼総合政策課長の土持正弘です。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

それでは、概要説明に移らせていただきます。

本日は、県民政策部において所管しておりま

す新エネルギーについて説明させていただきま

す。

本県における新エネルギー対策につきまして

は、地球温暖化など環境問題が顕在化する中で、

環境負荷の少ない石油代替エネルギー導入促進

機運の高まりや新エネルギー技術の進歩等にか

んがみまして、平成16年に「宮崎県新エネルギ

ービジョン」を作成したところであります。

この計画におきましては、太陽光、風力、そ

れからバイオマスなどの新エネルギーにつきま

して、県内賦存量を初めとする導入可能性の調

査、検討を行いまして、基本方針や導入目標な

どを定め、新エネルギー導入支援や普及啓発、

それから県施設における率先導入に取り組んで

きているところであります。

本県の新エネルギー導入につきましては、一

般家庭における太陽光発電や太陽熱温水器の普

及率は全国でもトップクラスとなっておりまし

て、バイオマス発電なども順調な広がりを見せ

ております。しかしながら、一方で、コストや

技術面など解決すべき課題もあるように認識し

ております。詳細につきましては、資料に基づ

きまして、総合政策課長から説明させていただ

きます。

私からは以上でございます。

○土持総合政策課長 それでは、私のほうから

新エネルギーにつきまして御説明をしたいと思

います。資料の２ページでございます。

まず、新エネルギーの定義についてでござい

ますけれども、国におきましては、１の最初の

丸にございますけれども、国の調査会におきま

して、自然のプロセスで絶えず補給される「再

生可能エネルギー」のうち、その普及のために

支援を必要とするもの、というふうに定義づけ

られております。

具体的には、その下の丸に掲げておりますけ

れども、太陽光発電など13種類のエネルギーが

この新エネルギーに該当するとされているとこ

ろでございます。

次に、２の新エネルギーに対する国の基本的

考え方、それと政策の方向でございますけれど

も、19年３月に改定されました国の「エネルギ

ー基本計画」におきまして、エネルギー自給率

の向上などエネルギー安全保障の観点、それか

ら、地球温暖化対策への貢献、さらには積極的

な技術開発による経済の活性化といった新エネ

ルギー導入の基本的な考え方が示されておりま

す。

そして、政策の方向といたしまして、エネル

ギーの種別ごとの成長段階に応じた支援、それ

から周辺関連産業や地域との融合を通じた厚み

のある産業構造の形成、革新的なエネルギー高

度利用技術開発の推進の３項目が掲げられてい

るところでございます。

次に、本県の新エネルギーに対する取り組み

についてでございます。

先ほど、部長のほうが御説明申し上げました

ように、平成16年３月に、本県の地域特性を生

かしました新エネルギーの導入推進のための基

本方針といたしまして、「宮崎県新エネルギービ

ジョン」を策定いたしております。ビジョンの

計画期間につきましては、平成16年度から25年

度までの10カ年計画でございます。

ビジョンの概要につきまして、右側３ページ
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の概念図をごらんいただきたいと思います。

まず、ビジョン策定の背景でございますけれ

ども、上のほうにございますように、石油など

化石燃料の枯渇が現実のものとなってきたこと、

それから地球温暖化の急速な進展といった地球

規模の問題に対する地域レベルでの対応が求め

られていること、これらに加えまして、日照条

件や森林資源など、本県の恵まれたポテンシャ

ルを新たな切り口で地域振興に生かしていく必

要があることなどを挙げているところでござい

ます。

このような状況を踏まえまして、矢印の下の

枠にありますように、このビジョンの中では、

新エネルギーの導入につきまして、資源循環型

社会の形成など４つの視点に立ちながら、さら

に右枠にございますが、「みやざきらしさ」を生

かした新エネルギーの導入や未利用資源の有効

活用による資源循環の促進など、６項目の基本

方針を定めまして、施策の展開を図ることとし

ているところでございます。

なお、このビジョンで導入可能性を検討して

おります新エネルギー等は、左下の枠に示して

おりますように、太陽光発電、太陽熱利用など17

種類でございますが、先ほど左のページの１で

御説明しました国の定義とは若干異なっており

ますけれども、この違いにつきましては、本県

の現状等を考慮いたしまして、国の定義よりも

さらに広い範囲のエネルギーについて検討を

行っていることなどによるものでございます。

また、①太陽光発電から⑤天然ガスコージェ

ネレーションにつきましては、自然的そういう

本県の条件とか天然資源、産業構造など、本県

の特性を踏まえまして、特に重点的に導入を図

るべき新エネルギーとして位置づけているとこ

ろでございます。

左の２ページに戻っていただきまして、３の

（２）でございますけれども、本県では、この

ビジョンに基づきまして、新エネルギーの導入

促進に取り組んでいるところでございますが、

各部局の主な取り組みをビジョンの施策の展開

方向ごとに整理をいたしております。

まず、①の率先導入でございますけれども、

これまでに13台のクリーンエネルギー自動車を

県の公用車として導入いたしましたほか、総合

農業試験場等の県有施設に太陽光発電設備を設

置しているところでございます。

また、②の導入支援でございますけれども、

市町村の新エネルギービジョンの策定に対しま

すアドバイスの実施や、これは環境森林部の事

業になりますけれども、木質バイオマスを木材

の人工乾燥機の熱源として利用するボイラー等

の整備に対する補助、こういったものを行って

おります。

次に、③の普及啓発といたしまして、県庁ホ

ームページに新エネルギーの情報発信のための

ページを平成16年度から開設しているところで

ございます。

最後の④の調査研究等でございますけれども、

商工観光労働部におきましてバイオマスエネル

ギー、これは豚ふんでございますけれども、を

燃やした熱で木材を感想させるシステムの研究

を行いましたほか、農政水産部では木質ペレッ

ト等による園芸暖房の実証実験を実施し、また、

企業局では小水力発電の可能性調査、こういっ

たものを行っているところでございます。

新エネルギーの説明については以上でござい

ます。

○西村委員長 執行部の説明は以上で終わりま

した。御意見、質疑等ございましたらお願いい

たします。
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○徳重委員 宮崎は天然ガスが非常に多いとい

う話を聞いておるわけですよね。今、天然ガス

埋蔵というのはどれぐらいの量があるんですか。

○渡邊県民政策部次長 徳重委員がおっしゃっ

ているのは、メタンハイドレートという話じゃ

ないかと。凍る天然ガスというんですけど、日

本近海にずっと日向灘まで、そういうメタンハ

イドレートといういわゆる天然ガス、天然ガス

の一種なんですけど、そういうのがあるという

ことで、それで国のほうも過去いろいろ調査し

ているわけですが、このメタンハイドレートと

いうのは深海にあるんですね。1,000メートルと

かそういう深海にありまして、作業士が中に入

れない。それで、それをくみ上げるというのが

なかなか技術的にも難しいということ。それで、

技術的にそういう非常に困難性があって、それ

ともう一つは、地球温室効果ガス、メタンです

から、これが外に出ますと、非常に地球環境上

問題があるとか、いろんな問題がありまして、

具体的な開発といいますか、そういうものは今

現実にはなされていないというふうに聞いてい

ます。いろいろ海外の学者、調査機関等が研究

しているという話は聞いていますけど、今おっ

しゃっているのは、そういうメタンハイドレー

トの話じゃないかと思います。

○徳重委員 今、課長がおっしゃった天然ガス

コージェネレーション、これはどういうことで

すか。

○丸山県民政策部長 天然ガスコージェネレー

ションですけど、これについては、県の新エネ

ルギービジョンの調査で、県内近辺では、児湯

地域から日南地域、これは南北80キロ、それか

ら幅20キロに存在していると、そういうふうに

言われております。それで、現在の確認量です

けれども、このエネルギービジョンによります

と、年間884万3,000立米、これが確認されてお

る量であります。それで、実際の利用形態はど

うかと申し上げますと、いろいろ今のところ民

間で使われております。例えばシーガイアが使っ

ておりますし、それは熱源、電力源としても使

用しておりますし、それからフィオーレ古賀、

病院ですね、あそこも熱源あるいは電力源とし

て使用されております。まだいろいろ民間では

小さいところもありますけれども、いろいろそ

ういうふうに民間のほうに今利用が広がってい

る状況にございます。以上です。

○鳥飼委員 新エネルギービジョンについて御

説明があったんですが、前の総合計画、環境立

県、健康立県というのがございまして、本県に

見合ったといいますか、太陽の出る日も長いわ

けですし、そういうものがあったんですが、

ちょっと今手元にないものですから、新しくつ

くられた総合計画の中で、この新エネルギーの

振興といいますか、どういうふうな位置づけに

なっているのかをお尋ねいたします。

○土持総合政策課長 今回も新エネルギーにつ

いては、その導入を図るということで記載して

おりますが、御承知のとおり、今回、総合計画

の立て方を重点分野と、分野別施策、今までの

総合計画の構成の仕方と変えました関係で、細

かい部分については、このエネルギーについて

の記載をいたしておりません。それにつきまし

ては、このビジョンに基づいて新エネルギーの

導入を図っていくということになるというふう

に解釈しております。

○鳥飼委員 総合計画についても、いろいろと

議論して、知事が変わるたびに総合計画ですか

と、何のために総合計画、長期計画つくるのか

というような議論を去年１年間、総務の委員会

でもいたしまして、宮崎の場合は、本当に前回



- 6 -

の計画の中では、それなりの位置づけがしっか

りとしてあったというふうに思っているんです

ね。今は、エネルギーと食料と介護といいます

か福祉といいますか、ここが欠かせない柱になっ

てきているんじゃないかなというふうに思って

いるんですけれども、ちょっと弱くなってきた

のかなというような感じも受けるんですが、具

体的に導入の支援についていろいろと説明をさ

れましたけれども、ないかもしれませんけど、

支援の補助金なりトータルとしてどの程度力を

入れてやっておられるのかというのが、難しい

ですかね、わかればちょっと御説明いただくと

いいですけど。

○土持総合政策課長 再度、先ほどの計画の位

置づけを申し上げますけれども、戦略２の中で、

今回の重点戦略が３つの戦略とそれにぶら下が

ります16のいわば戦略がございますけれども、

その中の一つ、環境保全の推進という項目の中

で、環境にやさしい新エネルギー導入の促進と

いうことで、そこでの記載は、ほかの計画も同

じなんですけれども、太陽光や天然ガス、バイ

オマスなど、本県の特色を生かした新エネルギ

ーの導入促進という項目、そういう表現だけを

しておりまして、あとは具体的にはそれぞれの

計画の中で推進していくというふうに、先ほど

御説明したような展開の仕方をしていくという

ことにいたしております。それから、今、委員

がおっしゃいました、それぞれどの程度の県と

して補助金を出しているのかということでござ

いますけれども、個別の新エネルギーに対しま

す補助というものは現在のところございません。

それで、いろんな先ほど申し上げました各部の

ほうで補助事業として取り組むといいますか、

そういう中で、いろんな国の補助制度と新エネ

ルギー財団等の補助を使用いたしまして、逆に

率先導入ということで県のほうでいろんな事業

を行っているというところでございます。

○鳥飼委員 感じとしては、ちょっと後退した

のかなというふうな感じを受けているんですけ

ど、どちらにしても、長期でこれをやっていか

ざるを得ないだろうと思いますので、総合計画

の中でもしっかりと生かしていっていただきた

いと思いますし、国の支援が例えば太陽光発電

についても少し低廉になってきたというような

理屈で補助制度もなくなってきて、あとは個人

の意識の問題でそれをつけるかどうかというこ

とではなかなか進まないんじゃないかと、そこ

にやはり後押しするものが必要ではないかなと

いうふうに思いますので、１年間この中でも議

論をしていくだろうと思っているんですけれど

も、ぜひそういう具体的な前進策といいますか、

県民がそれに向けて進んでいけるようなものを

つくっていただきたいなと、このことは要望に

しておきますけれども、答えは結構ですが、そ

ういうことを申し上げておきたいと思います。

○権藤委員 先ほど天然ガスの話が出たんです

が、これについて、先ほどの量はもちろん我々

が聞いているのは、佐土原町が一番その天然資

源の層に近いのかなという話も聞いておるんで

すが、そういう意味で、以前は何か、具体的な

名前ですが、伊勢化学が熱源として取り入れよ

うかとか、そういう話もあったやに聞いている

んですよ、大分前に、佐土原町との関係でです

ね。その後、かなり鉱脈には佐土原が近いのか

なという話で終わってしまっているんですが、

私たちがこの項目をずっと見たときに、余り工

場が食指が働くとか工業化に貢献するというほ

どのプロジェクトはなかなか今のところないの

かなと。確かに、温暖化との関係は問題がある

にしても、現に電力との関係で熱源をどういう
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ふうに、ばっと一時的に使ってしまうぐらいや

れば問題でしょうけど、長期的には火力発電的

なものがどうなったときにはこれも使えるん

じゃないかとか、そういうこと等について問題

を整理してもらっておくほうがいいのかなと。

それを一時的に県がやるというよりも、宮崎市

になったわけですから、宮崎市と共同で調査デ

ータの整理や将来の方向性ということを整理し

てもらうことは、県としてそれ以外に大きな熱

源利用の仕方というものが余り規模的にないん

ですね。我々は全然知識がないときには、都井

岬あたりに風力発電できんのかとか、そういう

暴論を言ってきたんですが、そういうものは適

地でないというような調査結果等も出ておりま

すので、これはもう少し埋蔵量あるいは将来の

温暖化防止策等を含めた有効資源として活用で

きないのか、そういったあたりを県が勝手にや

るというんじゃなくて、宮崎市あたりと一緒に

なって一度議論をしていただいて、必要ない、

そういう余り公的に大きなものでないという問

題の整理した結論が出るのではあれば、それは

それでまた教えていただければいいのかなと。

一度共同調査というか、共同してもう少し何か、

先ほどの説明を聞いておっても、もうちょっと

突っ込み方がというそんな感じもしますので、

今後またできれば皆さん方のほうで市と共同調

査なりを進めていただいて、我々として余り食

指が働かない、工場等にも供給できるためには

コストが非常にかかり過ぎるとか、そういうよ

うな問題点等もまたあわせて説明していただく

ことが、この問題を終止符を打つなら打つとい

う意味でも、そこまでは今の説明の中にはまだ

整理されていないと思いますので、これをまた

ぜひ整理していただく、宮崎市との共同テーマ

で取り上げてみていただくことは必要じゃない

かなという気がするんですが、いかがでしょう

か。

○丸山県民政策部長 天然ガスについては、確

かに権藤委員がおっしゃったように、伊勢化学

工業さん、ここが実際、佐土原、あそこを源に

して使われているんですけれども、やっぱり天

然ガスというのは、ガス管の敷設、これは非常

にコストがかかるということで、今、委員がおっ

しゃったように、大きな企業に取り込むという

ことは、今の現実ではなかなか困難であるとい

うようなことを聞いております。ですから、泉

源の近くに大きな工場とかを立地すれば問題な

いんでしょうけど、コストを取り戻して有効利

用が可能なんですけれども、現状では、ガス管

敷設に多額のコストを要するということで、な

かなか大規模な工場とかそういうところには進

んでいないというのが現状であります。ただ、

県でも、例えば農政水産部のほうで、住吉、こ

れは佐土原に隣接していますけれども、そこで

天然ガスが出るものですから、それを使ったい

わゆるキュウリ栽培の温室効果、温室栽培のた

めの実証実験、これなんかには近年取り組んで

おります。ですから、そういう何とかコストが

かからずに地場に密着した利用の仕方ができな

いか、そこらあたりは県としても各部を通じて

やっております。今おっしゃったような宮崎市

との関係ですけれども、いろいろそういうこと

をやっておりますので、また宮崎市さんの考え

もお聞きしながら、天然ガスについては検討し

てまいりたいと考えております。以上でありま

す。

○渡邊県民政策部次長 ちょっと概念の整理を

しなきゃいけないと思っているんですが、天然

ガスというのは新エネルギーじゃないんですね。

ここで書いてあります天然ガスコージェネレー
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ションというのは、天然ガスを利用してそれで

電力を出すんですけど、そのときに熱が出るん

ですね。その熱を利用して、熱湯とかそういう

エネルギーを使うということで新エネルギーな

んです。だから、天然ガスは新エネルギーじゃ

ありませんので、天然ガスを使うことによって

その熱エネルギーを使う、それで熱湯とか暖房

とか、そういうものに使うのが新エネルギーと

いうことでございますので、新エネルギーとい

う定義から言いますと、天然ガスコージェネレ

ーションということで、天然ガスそのものでは

ないということです。そこの定義を明確にして

おったほうがいいのかなというふうに思います

ので、よろしくお願いします。

○井本委員 さっきの鳥飼委員と同じ話なんだ

けど、新エネルギーに関しての予算というもの

は、特別今のところはないと考えていいわけで

すか。

○丸山県民政策部長 予算の関係ですけれども、

大体これは県費というのは余り多くございませ

ん。ほとんどが国からの補助金でやっておる手

法が各部局の主な事業であります。ただ、先ほ

ど申し上げました例えば住吉のキュウリの暖房

実証実験、これについては県のほうも、これは

政策調整費だったですかね、300万程度金を支出

してその実験をやっておりますし、あと、これ

は昨年、地域生活部のほうでやったんですけど、

例えば工業技術センターであそこのＰＲをする

ときに、親と子のソーラーカー教室、これなん

かをするときには県単事業で、そんなに金額は

大きくありませんけれども、そういうのに対し

ては県単で費用をつくって普及啓発、そういう

ものに取り組んでいるのが現状であります。

○井本委員 それは、ソーラー啓発とかいうの

は、こちらの予算ですか、それとも環境・農林

のほうの予算ですか。

○丸山県民政策部長 県民政策部の予算です。

○井本委員 そちらのほうの予算ですか。一遍

その予算はどのくらいあるのかちょっと見せて

くださいよ。これだけはちょっとわからん。我

々も初めてのことだからですね。そして、将来

的に予算はふえていく可能性はあるんですか。

○丸山県民政策部長 第１点目は、ちょっと整

理してまた出せる資料は出したいと考えており

ます。それと、今後の予算の措置ですけれども、

御存じのように、県単独の予算というのはなか

なか厳しいものがございまして、将来的にも、

今の状態では県単補助金をつけるというのは

ちょっと難しいかなと思っております。ただし、

導入支援とか、先ほど課長が申し上げましたよ

うに、いろんな手だてがありますので、率先導

入もそうですけれども、あらゆる国の補助事業

あるいは交付金等を利用して導入に努めてまい

りたいと考えております。当然そういう情報提

供あるいは新しい技術の情報提供、これは県民

政策部の仕事だと考えておりますので、そのよ

うな方向で今後も取り組んでまいりたいと考え

ております。以上であります。

○西村委員長 では、執行部には、次回までに

資料を要求しますので、よろしくお願いします。

○蓬原委員 公用車のクリーンエネルギー自動

車導入、ハイブリッド車あるいは燃料電池車あ

りますが、どういう自動車を考えておられるの

かということと、今現在13台ですが、今後どの

ようにふやす計画があるかということをちょっ

と参考までに教えてください。

○土持総合政策課長 現在の13台の状況につき

ましては、電気自動車が１台とハイブリッド車12

台の13台でございます。今後の計画につきまし

ては、これは公用車を所管しているところと
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ちょっと確認をいたしておりませんので、また

後ほど回答したいと思います。

○蓬原委員 それで、クリーンエネルギー自動

車なんですが、何か空気で走る車が最近ある。

いわゆる圧縮空気で、言うならばタイヤに空気

を入れますよね。ああいう圧縮空気をあるタン

クに詰め込んで、圧縮でもってエンジンという

かあれを回して、時速81キロで走るそうです。

高速距離も結構、そのタンク次第なんでしょう

けれども、一切炭素を出さないし、熱も出さな

いし、全くのクリーンエネルギーであるという

車がフランスで開発されているそうでありまし

て、一回これも調査していただいて、例えば県

民へのＰＲ、アピールで、空気で走る車、これ

は全く新しい発想に基づく車なんですよ。だか

ら、ハイブリッドとか今電池とか電気とかある

んですけど、電気といったって、もともとは火

力発電で熱は発生しているわけだから、感覚的

には、じゃその分は炭素が発生しているから一

緒じゃないかという、循環で考えればあるんで、

この空気で走る車というのは僕は大変おもしろ

いと思って、かなり強い関心を持っているんで

すけど、また一回その辺調べてみて、私も調べ

ますけれども、願わくば導入していただくとお

もしろいんじゃないかな、提案を兼ねて申し上

げておきたいと思います。

○丸山県民政策部長 空気自動車、済みません、

初めてお聞きします。赤面の至りでございます。

今おっしゃったような空気自動車、それからあ

と電気自動車とか燃料電池を使った車がありま

すよね。ここらあたりは、余り普及していない

んですね。何でかと申し上げますと、自動車内

部における貯蓄量といいますか、例えば電気自

動車にしろ、ある程度走ったらすぐ電源を差し

込んで電気を供給しなきゃいけないと、燃料電

池もそうなんでしょうけれども、そこが長時間

ドライブできないとか、そのあたりがネックに

なって、それともう一つは、何回も出てきます

ように、コストの問題で、数が少ないというと

物はどうしても高くなるものですから、普及す

ると安くなると。そういうことで、まだ今のと

ころは、市民が町じゅうを走るような段階まで

には至っていないというところであります。ま

たいろいろ調査してみたいと思います。以上で

あります。

○井本委員 食用油の廃油、これをコンビニの

全部の油、それからでき合いの総菜屋さんの油、

あれが今、産業廃棄物でみんな捨ててるらしい

ですね。これも実はバイオの力でやると軽油並

みのものができるというような、それこそただ

のように買ってきて、また軽油のように使える

ということで、今注目されているんですよね。

これはバイオマス燃料製造と書いてあるけど、

これはそれの中に入っているんですか。

○土持総合政策課長 ２ページのバイオマス由

来廃棄物燃料製造というのがございますが、こ

れが今おっしゃったような天ぷら油ですか、そ

ういったものから燃料製造ということになると

思います。左側のバイオマス燃料製造というの

は、そのもの、植物系、栽培作物系ですか、そ

れから直接燃料を製造するというものでござい

ます。

○図師委員 井本委員に関連してなんですが、

私、木城の議員をしているときに、町内から出

る廃油を集めて精製して公用車に使った場合、

年間何台分ぐらいのガソリン代が節約できるか

調べたんですが、町内で1,800戸ぐらいしかない

んですけど、十分１年間の公用車のガソリン代

をほとんどそれで賄えるぐらいの試算はできた

んですよ。ところが、導入に至らなかったのは、
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結局その廃油を回収するシステムがつくりにく

いということと、先ほどから部長が言われるそ

れにかかるコスト、精製するための機械等のバ

ランスが合わず、リッターにすると廃油が250円

ぐらいになってしまったんですね、１リットル

つくるのに。ですから、今の井本委員の発言、

私も大いに推進していただきたいと思うんです

が、実際かなり住宅密集地とか今出たコンビニ

とか大きな施設とか病院とか多量に廃油が出る

ところをどれくらいコンパクトに組織化して運

用した場合に、今のリッター160円を下回るぐら

いのコストになるのかとか、そういうような試

算とかを一度されてみてもおもしろいのかなと

思いますけど、いかがでしょう。

○丸山県民政策部長 なかなか難しいでしょう

ね。でも、何か国のほうでいろいろ新エネルギ

ー計画なんかつくられておりますので、そうい

う試算の仕方というのがあるかもしれません。

そのことは研究させていただきたいと思ってい

ます。それと、先ほどのバイオマス関係では、

廃棄物から出る熱なんかを利用して、清掃工場、

ここらあたりは取り組んでおられます。それか

ら、バイオマスについては木質ペレット、これ

も南郷町のウッドエナジー協同組合というのが

ございますけれども、そこで使われております

し、あるいは家畜のふん尿、例えば鳥のふん、

これについて高城町の南国興産あるいは川南町

のみやざきバイオマスリサイクル、ここでも既

に実用化されております。それと焼酎かすにつ

いては、西都にある今度新しくできましたね、

西都リサイクル協同組合、それと都城にありま

す霧島リサイクル協同組合、ここらあたりで焼

酎かすを使った発電と熱源利用、こういうふう

に、いろいろ民間のほうで新エネ対策として取

り組んでおられます。以上紹介をさせていただ

きます。

○図師委員 私の発言の続きなんですが、調べ

たときには、北九州市があれぐらいの工場地帯

があれば、市の公用車を賄えるだけの廃油を利

用した車両のエネルギー化ができるというよう

な試算が出ておったと思うんですよ。つまり、

あれぐらいの人口規模とあれぐらいの工場地帯

でないと、全体的にメリットが出るほどの量と

かコストが低くなるということが見込めないの

かもしれませんけど、例えば延岡市とか県の出

先の一部の車両だけでも延岡市近辺だけはやっ

てみるとか、そういうこの地区だったらコスト

がとんとんぐらいでいけますよとか、そういう

ような試算をいつかされてみるといいのかなと

思います。

もう一つ、今、部長の御説明であった木質ペ

レットとかのバイオマス関係なんですが、川南

とか西都でも大規模にやっています菜の花プロ

ジェクトとかヒマワリプロジェクトとか、そう

いうものについて県がどういうビジョンを持た

れているのか、これは遊休地の解消にもつなが

りますし、観光客の誘致にも大きくつながって

まいりますので、そういうもので今何かお考え

があられればお聞かせいただきたいんですけど。

○丸山県民政策部長 菜の花エコプロジェクト

ですかね。これは平成14年ですか、宮崎と都城、

それから川南、都農町、ここを拠点にしてそれ

が設立されまして、シンポジウムの開催とか総

合学習、こういうのに取り組まれて、いわゆる

循環型リサイクルの普及啓発に取り組まれてい

るというふうに聞いております。県のほうでは、

それに対するスタンス、これはいいことですか

ら取り組まれておりまして、県のほうでも、こ

のエネルギー導入プランのほうでこういうふう

に模式図を書いて紹介しております。ですから、
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県としても、こういうのが省エネあるいは新エ

ネに対する普及啓発に役立つものであれば、積

極的に情報発信してまいりたいというふうに考

えております。

○図師委員 菜種を油にする機械とか、それを

例えば製品化するときのいろんな器具の代金と

いいますか、初めの起業するときの費用が非常

にかかるがゆえに導入できない。導入してしま

えば非常に循環型としてうまく回転するとも聞

きますので、もしそのあたり、先ほど予算がな

かなかつかないという話もありましたけど、そ

ういう初期投資のときの補助なんかがつけられ

れば、さらに手を挙げられる方々もふえてくる

のかなという気はしておりますが、また今後、

御検討いただければと思います。以上です。

○黒木覚市委員 今ちょっと話が出ました木質

ペレット、これをつくるのに非常に金のかかる

部分が乾燥部分だというふうに、先日、中国木

材のほうに行っていろいろお話を聞いたんです

が、中国木材では全体を乾燥してつくっている

ので、木質ペレットをつくっても、カロリー的

にはガソリン、油のほうには負けないんだけれ

ども、非常にコスト高になるという話を聞いて

きたんですよ。そうしますと、間伐材とか流木

だとか、流木は意外と乾燥しているんですが、

間伐材あたりは意外と乾燥していない部分があ

るんですよね。そういうものを使った場合には、

非常にコスト高になるという話をちょっと聞い

てきたものですから、今、県内の木質ペレット

とかそういうバイオマス関係をやっているとこ

ろがどういう状況なのか、皆さん方で把握して

おればちょっとお聞かせ願いたいと思います。

○丸山県民政策部長 木質ペレットは、先ほど

言いましたように、南郷町のウッドエナジー協

同組合、あと先ほど申し上げましたように、新

富町ですかね、あそこに上富田でキュウリハウ

スの実証実験、これを農政水産部のほうでやっ

ております。なかなか黒木委員もおっしゃいま

したように、いつも出てくるように、やっぱり

コストがネックなんですね。ですから、こうい

うのが普遍的に広がると当然数も多くなるわけ

ですから、技術開発も進むわけですから、コス

トが下がるんですけれども、こういうモデル的

な実験をして、どの程度やればどの程度のコス

トがかかって、どの程度広げればどの程度のコ

ストが低くなるとか、その実験を今多分やって

いる最中であります。ですから、今後、それら

あたりを整理して、分析を行う必要があるので

はないかと考えております。それと、木質のバ

イオマス関係では、南郷町のウッドエナジー、

これが平成16年に設置されて、場内の動力等余っ

た分は売電、九電さんに売っているんだと思い

ます。それと、これは当然、国の補助事業です

ね。それと、都城プレカット事業協同組合、こ

こが同じ平成16年、同じ時期にやっておられま

して、これも場内の動力に使われています。こ

れも農林水産省の補助事業でつくられておりま

す。今、大きなやつはこの２つぐらいでしょう

か。以上であります。

○黒木覚市委員 今、言われましたように、何

とか補助事業だからこれが成り立っているとい

う感じがすると。中国木材の社長が言われます

には、補助を受けないでやるには大変厳しいん

だと、そういう話もされておりましたので、な

るほど、やっぱりコストがかかるなというふう

には思っていますが、こういうところをもっと

研究しなきゃならないんだろうというふうに

思っております。

そのほか、もう１点、これは新エネルギーじゃ

ないんですけれども、県内にそれぞれごみ焼却
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場がたくさんありますよね。それぞれ地域にあ

りますよね。ここがうまく活用されているのか

な。宮崎市は電力まで起こしていますけれども、

ほかの焼却場がどういう状況なのか。ただ、余

熱の利用はされているところが結構あるんです

けれども、もっともっとここあたりも、あれだ

けの熱量があるわけですから、活用法がもっと

あるんじゃないか。ここ辺の、これは市町村管

理ですから、市町村としっかりそういったエネ

ルギーをうまく活用する方法を考えてほしいな

というふうに思っているんですが、この状況も

どういう状況なのかをまた調査しておいてほし

い。

○蓬原委員 今後、調査を進めていく上で、参

考までにお聞きしておきたいんですが、新エネ

ルギーの普及ということをやる場合に、産・学

・公、どうしてもその協力が必要だろうと思う

んですね。宮崎県の場合、この学の分野で新エ

ネルギーについてやっておられる、考えられる

のは宮大なんですが、宮大のどの教授、あるい

はどこが大体中心になって新エネルギーを中心

に研究しておられるのかということと、公の中

の工業技術センター、この新エネルギーについ

ての研究開発あるいは普及についてのそういう

研究部門をだれか担当してやっておられるか、

この２点を教えてください。わからなければい

いですよ。後で調べて。

○渡邊県民政策部次長 先ほどの資料の２ペー

ジをごらんいただきたいと思うんですが、調査

研究等の中で、バイオマスエネルギーを利活用

した木材乾燥システムの研究（商工観光労働部）

と書いてありますが、これなんかまさに産・学

・官でやっている研究事業なんです。それで、

当然宮崎大学が主体になっていますけど、それ

から工業試験場も入っていますし、このあたり

の内容については、また後日ちょっと報告させ

ていただきたいと思います。その携わっている

専門の先生とかですね。

○宮原委員 ２ページの先ほどもありましたが、

公用車の13台、電気自動車とハイブリッド車の

一般の価格との差というのはどのくらいあるん

ですか。

○土持総合政策課長 済みません、後ほど。

○宮原委員 次に、多分何年も前からこれが導

入という形になってきているというふうに思う

んですけど、多分補助金もどんどん下がってき

ているんだろうというふうに思うんですよ。だ

から、そういったものの補助額がどのように推

移しているかというのを教えてもらえませんか。

それともう一つが、新エネルギービジョンを

県は16年の３月に策定されていますが、②で市

町村の策定の支援という形になっていますが、

県内の市町村の策定状況というのはどんな状況

なんでしょうか。

○土持総合政策課長 現在、合併の状況もござ

いまして、市町村のカウントは難しいんですが、

私ども11市町村、４市６町１村で導入支援が策

定されているというふうに理解しております。

申しわけございませんが、今回、総合政策課

のほうがエネルギー関係の所管ということで４

月からなったわけでございますけれども、従前

の地域振興課との合体によりまして、エネルギ

ー部門を総合政策課のほうで所管するというこ

とにいたしました。私どものほうも、まだまだ

調査が不足している部分もございまして、皆様

方にきょう御迷惑をおかけしておりますけれど

も、十分調査をいたしまして、また後日回答さ

せていただきたいというふうに考えております。

○西村委員長 それでは、時間も少し押してき

ているようですが、この後、環境森林部もあり
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ますので…。

○土持総合政策課長 先ほどのまずハイブリッ

ド車と普通車との価格差でございますけれども、

資料によりますと、80万円ぐらいになるんでは

ないかということのようでございます。

○川添委員 新エネルギービジョン計画を16年

に策定されまして、一応10年間の計画というこ

とで３～４年たってきているわけですけど、中

間点に今来つつある中で、数値目標みたいなも

のもあるとは思うんですが、これは旧来の県の

エネルギー消費の中の新エネルギーの導入の計

測された実績みたいなものは出てくるんでしょ

うか。

○丸山県民政策部長 新エネルギービジョンで

は、一応平成16年から25年の10年間ですから、

この間のいわゆる目標値を設定しております。

これは実績・推計値ですけれども、15年を起点

にして16から18まで、この実績・推計値を見る

と、目標値をかなり上回っております。それが

現状であります。

○川添委員 そういった内訳も次回資料として

出していただいて、またこの新エネルギービジ

ョンの計画自体は配られていたかもしれません

けど、また機会があったら見せていただけると

いいかなと思います。

○西村委員長 それでは、一応これで終わりた

いと思います。

執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時52分休憩

午前10時54分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

環境森林部においでいただきました。

それでは、ただいまから概要説明をしていた

だきますが、まず、一言ごあいさつを申し上げ

ます。

私がこの特別委員会の委員長に選任されまし

た日向市選出の西村でございます。

本年は洞爺湖サミット等予定されておりまし

て、非常に国民、県民の環境に対する意識が高

まる１年だと思っております。

ここに選ばれました14名が今後１年間、調査

活動をしていくことになりました。当委員会の

担う課題を解決するためにも努力してまいりた

いと思いますので、ことしもどうぞ１年間よろ

しくお願いいたします。

それでは、座って委員の紹介をいたします。

最初に、私の隣が延岡市選出の河野哲也副委

員長です。

続きまして、皆様から向かって左側から、都

城市選出の徳重忠夫委員です。

北諸県郡選出の蓬原正三委員です。

西都市・西米良村選出の押川修一郎委員です。

日南市・南那珂郡選出の外山衛委員です。

小林市選出の宮原義久委員です。

東臼杵郡選出の黒木正一委員です。

続きまして、皆様から見て右側になりますが、

延岡市選出の井本英雄委員です。

日向市選出の黒木覚市委員です。

宮崎市選出の鳥飼謙二委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

宮崎市選出の権藤梅義委員です。

宮崎市選出の川添博委員です。

以上で委員の紹介を終わります。

それでは、執行部の幹部職員の紹介及び概要

説明をお願いいたします。

○髙柳環境森林部長 環境森林部長の髙柳でご

ざいます。よろしくお願い申し上げます。
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それでは、座って説明させていただきます。

今日の環境問題は、身近な地域から地球規模

のものまで、広範かつ複雑化してきております。

本県におきましても、地球温暖化対策や廃棄物

対策など、取り組まなければならない多くの課

題を抱えているところでございます。環境森林

部といたしましては、これらの課題に対応する

施策の推進に積極的に取り組んでまいりますの

で、委員の皆様方の御指導をよろしくお願いを

申し上げます。

それでは、お手元にお配りいたしております

環境・新エネルギー対策特別委員会資料の１ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

平成20年度環境森林部幹部職員名簿でござい

ます。紹介をさせていただきます。

総括次長の森山でございます。

技術担当次長の寺川でございます。

環境森林課部参事兼課長の飯田でございます。

計画指導監の森でございます。総括補佐の林で

ございます。技術補佐の水垂でございます。

環境管理課課長の堤でございます。総括補佐

の井上でございます。技術補佐の河野でござい

ます。

環境対策推進課課長の道久でございます。補

佐の天辰でございます。

次に、山村・木材振興課課長の楠原でござい

ます。総括補佐の日高でございます。技術補佐

の佐藤でございます。

最後に、議会を担当いたします環境森林課企

画調整担当主幹の川口でございます。

どうぞよろしくお願い申し上げます。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。

「地球温暖化対策の現状と取組について」で

あります。

地球温暖化対策につきましては、本年度が京

都議定書におきまして温室効果ガスを６％削減

するという、いわゆる第一約束期間の始まりの

年であり、温暖化対策に対するより実践的な取

り組みが求められております。本日は、温暖化

対策につきまして、世界、日本、本県における

現状と取り組みについて御説明をさせていただ

きます。

次に、５ページをお開きいただきたいと思い

ます。

「本県の廃棄物処理の現状について」であり

ます。

廃棄物対策につきましては、排出の抑制やリ

サイクルの推進など、環境への負荷が軽減され

る循環型社会の形成を目指すことが必要となっ

ております。本日は、本県における廃棄物の排

出状況やリサイクルなど、廃棄物処理の現状に

ついて御説明をいたします。

詳細につきましては、それぞれ担当課長から

御説明を申し上げますので、よろしくお願いを

申し上げます。

○堤環境管理課長 それでは、「地球温暖化対策

の現状と取組」について御説明いたします。

お手元の特別委員会資料の２ページをお開き

ください。

１の「世界の現状と取組について」でありま

すが、世界の温室効果ガスの排出量は、平成17

年には271億トンとなっており、平成２年に対

し23％増加しております。

下の円グラフをごらんください。これは、平

成17年の世界の温室効果ガスの排出量と国別の

排出割合を示したものであります。最も排出量

が多いのがアメリカでございまして21.4％、次

に中国が18.8％となっており、この２つの国で

約４割を占めております。以下、ＥＵ12.0％、
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ロシア5.7％、日本4.5％となっております。

次に、（２）の京都議定書による国際的取組に

ついてであります。

京都議定書で削減の対象となっているガスは、

二酸化炭素、一酸化二窒素、メタン、フロンガ

スなど６種類のガスであります。

また、温室効果ガス削減目標を算定する場合

には、森林による二酸化炭素の吸収量を算入で

きることとなっております。

基準年は、二酸化炭素、一酸化二窒素、メタ

ンについては平成２年、フロンガスなどが平成

７年でございまして、削減の目標期間は平成20

年から平成24年の５年間となっております。

数値目標は、先進国全体で５％削減すること

としておりまして、削減目標を設定しておりま

す先進国の目標は、日本が６％、アメリカが

７％、ＥＵが８％などとなっております。ただ、

アメリカは京都議定書を批准していないため、

排出削減を約束しておりません。また、２番目

に排出量の多い中国は、途上国扱いのため、削

減目標が設定されておりません。

こうした約束を国際的に協調して達成するた

めの仕組みとして、京都メカニズムを導入して

おります。具体的には、ア、イ、ウに示します

排出権取引、共同実施、クリーン開発メカニズ

ムの３種類であります。まず、アの排出権取引

ですが、先進国間での排出枠をやりとりするも

のであります。また、イの共同実施でございま

すが、先進国間の共同プロジェクトで生じた削

減量を当事者間でやりとりするものであります。

さらに、ウのクリーン開発メカニズムでありま

すが、先進国と途上国間の共同プロジェクトで

生じた削減量を当該先進国が獲得するものであ

ります。

１枚おめくりいただきまして、３ページをお

開きください。

２の「日本の現状と取組について」でありま

す。

（１）の日本の温室効果ガスの排出量であり

ますが、日本の排出量は年度で計算しておりま

す。これは日本の統計が年度でまとめられてお

りまして、国際的に年度が認められておるとこ

ろであります。

最新の日本の排出量は、速報値でありますが、

平成18年度のものが公表されております。下の

棒グラフをごらんください。左から３番目です

が、平成18年度の排出量は13億4,100万トンであ

り、平成２年度に比べ6.4％の増加となっており

ます。京都議定書の６％削減目標値は、その右

の黄色で示す排出量であり、これを達成するた

めには、6.4と６を足して12.4％の削減が必要と

なります。このため、森林吸収源対策の3.8％、

京都メカニズムの排出権取引等での1.6％に加え

て、7.0％の国内排出量の削減が必要となってお

ります。

（２）の部門別の二酸化炭素排出状況につい

てであります。部門別に平成18年度の状況を見

ますと、表の一番右の欄の増減率ですが、工場

などの産業部門は、平成２年度に対し5.6％減少

しておりますが、家庭部門は30.4％、事務所や

商業施設などの業務部門は41.7％、自動車など

の運輸部門は17.0％と、それぞれ増加しており、

こうした部門に対する対策が必要となっており

ます。

次に、（３）の京都議定書目標達成計画につい

てであります。

京都議定書目標達成計画は、京都議定書の６％

削減目標を達成するために、必要な対策、施策

を定めたものでありまして、地球温暖化対策推

進法に基づき、平成17年４月に策定されており
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ます。

主な施策といたしましては、アの京都メカニ

ズム活用の推進でありますが、基準年の排出量

の1.6％に相当する１億トンの排出権を獲得する

こととしております。

イの森林づくりによる二酸化炭素吸収源対策

では、平成19年から24年の６年間で、現状に加

え、さらに森林整備面積を毎年20万ヘクタール

追加することとしております。

ウの新エネルギー対策の推進では、廃棄物発

電やバイオマス発電、風力発電、太陽光発電な

どの導入を促進することとしております。

エの自主行動計画の着実な実施とフォローア

ップでは、石油連盟や日本自動車工業会、日本

チェーンストア協会など、33の業種が自主行動

計画を実施し、所管省庁がフォローアップを行

うこととしております。

４ページをごらんください。

オのトップランナー基準による機器の効率向

上や自動車の燃費改善については、エアコン、

電気冷蔵庫などの家電製品などの21種類の機器

や自動車を対象として、メーカーを競わせるこ

とによる省エネ製品の開発を推進しております。

国におきましては、これらの技術革新や企業

の自主的取り組み、また国民運動の推進により、

目標を達成することとしております。

次に、３の「宮崎県の現状と取組について」

であります。

（１）の宮崎県の温室効果ガス排出量ですが、

表の一番下の欄の平成16年度のところですが、

排出量は1,055万5,000トンとなっており、平成

２年度と比べると36％減少しております。この

大幅な減少の理由ですが、表の一番下の左から

２番目の欄をごらんください。平成２年度の温

室効果ガス全体は、1,653万3,000トンとなって

おります。そのうち一酸化二窒素は、２つ上の

欄ですが、790万6,000トンでありまして、温室

効果ガス全体の約半分を占めております。この

本県の温室効果ガス全体の約半分を占めており

ました一酸化二窒素が、平成11年の工場の削減

対策によりまして大幅に削減されたことから、

結果として温室効果ガス全体の削減がなされた

ものであります。

しかしながら、二酸化炭素の排出量につきま

しては、下から４番目の合計の欄でございます

が、平成22年度に平成２年度に対し10％削減す

るという目標を定めておりますが、平成16年度

は３％増加しております。

また、16年度の二酸化炭素排出量を部門別に

見てみますと、部門別の欄の上からでございま

すが、産業部門は393万1,000トンで３％減少し

ておりますが、家庭部門は110万4,000トンで11％

の増加、業務部門は121万8,000トンで57％の増

加、運輸部門は235万3,000トンで28％の増加と

なっております。このため、本県におきまして

も、二酸化炭素排出量が大幅に増加している家

庭部門や業務部門、運輸部門についての取り組

みを推進する必要があります。

（２）の宮崎県環境基本総合計画であります。

平成17年４月に策定されました国の京都議定

書目標達成計画を踏まえて、本県の地球温暖化

対策地域推進計画として、平成18年３月に策定

したものであります。

この計画では、目標年度を平成22年度として

おりまして、温室効果ガス全体を平成２年度に

比べて43％削減、二酸化炭素については10％の

削減を目標としております。

イの施策の内容でありますが、（ア）の家庭や

企業での省エネルギーの取り組みによる二酸化

炭素等排出削減行動の推進、（イ）太陽光やバイ
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オマスなどの新エネルギーの導入促進、（ウ）豊

かな森林整備などによる二酸化炭素吸収源とな

る森林づくりを三本の柱として施策を展開する

ことといたしております。

地球温暖化対策の現状と取組については以上

でございます。

○道久環境対策推進課長 それでは、「本県の廃

棄物処理の状況」につきまして、私のほうから

説明させていただきます。

委員会資料の５ページをお開きいただきたい

と思います。

まず、廃棄物処理の現状について御説明いた

します前に、廃棄物に関する基本的な事項につ

いて御説明させていただきたいと思います。

１の（１）廃棄物の定義についてでございま

す。

そこに書いてございますように、廃棄物とは

「占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡

することができないために不要となったもの」

と定義されております。廃棄物処理法は、廃棄

物を対象としているため、鉄くずのように優良

で取引されるいわゆる価値のあるもの、有価物

には適用されません。そのため廃棄物処理法で

は、廃棄物か有価物かの判断が大変重要になり

ます。廃棄物に該当するかどうかの判断基準と

して、国はその下にありますように、５つの判

断基準を示しております。

まず１つ目は、その物の性状でございまして、

その物に悪臭等の生活環境保全上の支障がある

かどうか。２つ目が排出の状況で、その物が需

要に沿って計画的に排出されているものかどう

か。３つ目が通常の取扱形態で、その物が通常、

製品として市場が形成されているかどうか。４

つ目が取引価値の有無で、その物が有償で譲渡

がなされ、そのことに客観的合理性があるかど

うか。最後に、５つ目が占有者の意思でござい

まして、そのものを有償で譲渡する意思が認め

られるかどうかでもって判断いたします。これ

ら５つの判断基準により総合的に勘案して、廃

棄物であるかどうかの判断を行っております。

次に、（２）の廃棄物の区分と種類についてで

あります。

そこに表がございますけれども、その表を見

ながら下の御説明をごらんいただきたいと思い

ます。

まず、廃棄物は、その発生形態や性状の違い

から、大きく分けまして「産業廃棄物」と「一

般廃棄物」に分かれます。また、産業廃棄物は、

事業活動に伴い生じた廃棄物でございまして、

右側の６ページに掲げております法令で定めら

れた20種類のものを言います。御理解いただき

たいのは、廃棄物処理法では、まず産業廃棄物、

これを定めまして、それ以外の廃棄物を一般廃

棄物と定めていることでございます。

６ページの産業廃棄物の種類と具体例の一覧

表をごらんいただきたいと思います。

廃棄物の種類のうち、（１）燃え殻から（12）

ばいじんまでの12種類については、左端の区分

欄にありますように、あらゆる事業活動に伴う

ものすべてが産業廃棄物に該当いたします。

一方、（13）紙くずから（19）家畜の死体まで

の７種類の廃棄物につきましては、同じく左端

の区分欄にありますように、特定の事業活動に

伴うもののみ産業廃棄物に該当いたします。

具体例を言いますと、（16）動植物性残渣の具

体例の欄をごらんいただきたいと思います。食

料品製造業から排出される動植物性残渣、これ

は具体例の欄に記載いたしておりますとおり、

特定の事業活動に伴うものでありますために、

産業廃棄物に該当いたしますけれども、レスト
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ランとか飲食店から排出される残飯類、こちら

のほうは特定の事業活動に伴うものではないた

め、産業廃棄物には該当せず、一般廃棄物とい

うことになります。このように、事業活動に伴

い生じました廃棄物であっても一般廃棄物に該

当するものを「事業系一般廃棄物」と呼んでお

ります。

５ページに戻っていただきまして、③をごら

んください。一般廃棄物は、事業活動に伴って

発生する「事業系一般廃棄物」と一般家庭から

発生する「生活系一般廃棄物」に分けられます。

また、次にありますように、産業廃棄物及び

一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その

他、人の健康または生活環境に係る被害を生ず

るおそれがある廃棄物を、それぞれ「特別管理

産業廃棄物」「特別管理一般廃棄物」として区分

しております。

おめくりいただきまして、７ページをごらん

になっていただきたいと思います。

廃棄物処理の流れについてでございます。

排出されました廃棄物は、大きく３つのパタ

ーンで処理をされています。１つ目が一番左に

ありますように、排出者みずからによって直接

リサイクルされる場合、それから２つ目が真ん

中にございますように、焼却とか破砕とか脱水

とか中和等の中間処理をされる場合、３つ目が

埋め立て等により最終処分される場合でござい

ます。これらの処理のうち、中心となるのが中

間処理でございまして、廃棄物処理の三原則で

ある安全化、安定化、減量化を図るために行わ

れる処理のすべては、この中間処理に当たりま

す。中間処理された後の廃棄物の多くは、リサ

イクルされておりまして、リサイクルできない

残渣が最終処分となります。

次に、２の「廃棄物の排出及び処理の状況」

についてでございます。

県では、廃棄物処理法に基づき、県内におけ

る廃棄物の排出抑制、再生利用及び適正な処理

に関する計画として、宮崎県廃棄物処理計画を

策定し、この計画の中で廃棄物の排出量やリサ

イクル量などに関する目標を定めています。

第一期計画、これは平成13年から17年ですけ

れども、５年間の目標に加え、10年後の目標を

定めまして、この実績を踏まえまして、平成18

年度から22年度までを対象期間といたします第

二期の宮崎県廃棄物処理計画のうち、下にあり

ます（１）一般廃棄物の排出、処理状況及び目

標でございますけれども、一般廃棄物の処理量

は減少していくことが望ましい数値でございま

す。

平成22年度の目標を、１人１日当たりの排出

量、これを10年度に比べまして５％減の95.3％

の973グラムに設定しておりますけれども、平

成15年度の実績、真ん中の欄でございますけれ

ども、それぞれ45万2,000トン、１人当たり1,043

グラムとなっており、目標の達成には相当の努

力が必要であると考えられます。

次に、リサイクル量につきましては、平成22

年度の目標を平成10年度実績の1.65倍の９

万9,000トン、リサイクル率を24％に設定してお

りますけれども、平成15年度の実績でそれぞれ

７万トン15％であり、年々上昇はしているもの

の、目標には及ばない状況にございます。

次に、一番下の最終処分量でございますけれ

ども、最終処分量は減少していくことが望まし

い数値でございまして、平成22年度の目標値を

国の目標値と同じ最終処分率13％、量にして５

万2,000トンに設定しておりますが、平成15年度

の実績でそれぞれ８万9,000トン20％でございま

して、年々減少しているものの、目標には及ば
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ない状況にあります。

残りは、それらを考慮した中間処理による減

量化ということになります。

続きまして、（２）産業廃棄物の排出、処理状

況及び目標についてでございます。

なお、この表には、家畜ふん尿につきまして

は、そのほとんどが再生利用され、中間処理、

最終処分という処理体系に厳密に区分すること

が困難であるため、このデータには含まれてお

りません。御了承願いたいと思います。

産業廃棄物の排出量は、一般廃棄物の排出量

の約４倍となっており、一番右端にありますよ

うに、平成22年度の目標値は、平成15年度実績

で190万1,000トンだったため、平成10年度実績

の1.10倍の189万5,000トンに設定いたしており

ます。

次に、リサイクル量は、平成22年度の目標値

を平成10年度の1.31倍の71万4,000トン、リサイ

クル率で38％に設定しております。平成15年度

で70万7,000トン、リサイクル率で37％、これは

ほぼ目標値に近い数値となっております。

一番下ですけれども、最終処分量につきまし

ては、平成22年度の目標値を平成10年度の実績

の0.62倍、14万9,000トン、最終処分率で国と同

じ８％に設定しておりますが、平成15年度の実

績で19万8,000トン、最終処分率で10％と、着実

に減少しております。

残りの中間処理による減量化量は、平成22年

度の目標値を平成10年度実績の1.13倍の102

万7,000トン、減量率を54％と設定しております。

次に、８ページ、３の「廃棄物のリサイクル

状況」についてでございます。

まず、（１）一般廃棄物のリサイクル状況につ

いてでございます。

平成17年度の実績で、一般廃棄物の全体量は49

万9,561トン、リサイクル量は８万4,275トン、

リサイクル率は16.86％となっており、表には記

載してございませんけれども、前年より1.2％上

がっております。

リサイクル量の内訳としましては、紙類が５

万595トンで、リサイクル全体量の約４割を占め

ています。続いて、金属類が１万4,324トン

約17％、ガラス類が6,242トン7.4％、プラスチ

ック類が4,561トン5.4％、ペットボトルが2,720

トン3.2％、布類が2,457トン2.9％、その他となっ

ております。

なお、県レベルでのリサイクル率の資料はご

ざいませんので、御了承いただきたいと思いま

す。

次に、（２）産業廃棄物のリサイクルの状況に

ついてであります。

平成17年度実績で、家畜ふん尿を除く産業廃

棄物の全体量は186万8,000トン、リサイクル量

は真ん中の欄でありますけれども、70万トン、

リサイクル率は一番右端、37.5％となっており

まして、先ほど説明いたしました平成22年度の

目標値にほぼ近い数値となっております。

一覧表の種類の欄には、排出量の多い順に産

業廃棄物の種類を記載しておりますが、具体的

に見ていきますと、排出量の最も多い汚泥、こ

れは具体的には下水道汚泥及び上水道汚泥が大

半でございまして、80万2,000トンと全体の

約43％を占めておりますけれども、リサイクル

率は6.7％と大変低い数字になっております。こ

れは御存じのように、汚泥は脱水、それから乾

燥の中間処理が行われておりまして、それによ

る減量率が約90％と非常に高いことが理由と

なっております。

２番目に排出量の多い瓦れき類、こちらはほ

とんどがコンクリート破片とかアスファルト破
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片でございまして、54万4,000トンと全体量の

約29％を占めており、リサイクル量では全体量

の約70％と、３分の２を超える量になっており

ます。また、リサイクル率も、一番右端にあり

ますように、90.1％と非常に高い数値となって

います。これは、建設リサイクル法に基づきま

して、建設廃材等の分別解体や再資源化が進ん

でいることによります。

３番目に排出量の多い廃酸、これはほとんど

が焼酎廃でございまして、16万2,000トンと全体

量の約8.7％を占めていますけれども、リサイク

ル率は27.1％とさほど高くはありません。これ

は、焼酎廃液の約90％以上が水分でございまし

て、処理の過程で水分を減量化させることによ

るものでございます。しかしながら、最近では、

処理プラントの建設が進み、これらの施設が本

格的に稼働してきたことに伴いまして、飼料化

とか肥料化などのリサイクルがさらに進んでき

ている状況にあります。

リサイクル率の高いものとしては、一番下に

ございますように、瓦れき類のほかに動物の死

体とか木くずなどがございますけれども、木く

ずは約50％がリサイクルされておりまして、破

砕してボイラーの燃料とか家畜用のおがくずな

どに利用されています。

逆に、リサイクル率の低いものとしては、ゴ

ムくず、動物系固形不要物、廃油などがござい

ますけれども、リサイクル技術が確立されてい

ないことなどがその理由となっております。

現在、原油価格や金属価格などの原料価格が

高騰しておりまして、今後も高値で推移するこ

とが予想されております。このため、廃棄物の

中から有用な原料を抽出する技術開発や廃棄物

を利用した製品の開発が進んできており、リサ

イクルは今後一層、進展していくことになると

思われます。

本県の廃棄物処理の現状についての説明は以

上でございます。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたらお願いいたしま

す。

○鳥飼委員 初歩的な質問になるかもしれませ

んけれども、先ほど廃棄物の定義がありました

けど、なかなか法の網をくぐる人というのはい

つの時代にもおられて、いろんな結果的に不法

投棄等をされてきて、例が数々あるんですけれ

ども、遠くは豊島のミミズのえさにするという

ような理屈で、シュレッダーダストもやって、

島全体がどうにもならなくなったというような

例もあったりして、大変な状況になったのがあ

るんですが、そういう教訓を受けて、この法自

体、廃処法自体の定義、最近、私ちょっと勉強

していないんですけれども、変わってきたのか

どうか、そこ辺ちょっと御説明をいただきたい

と思います。

○道久環境対策推進課長 廃棄物の処理法につ

きましては、昭和45年に制定されております。

そのときに産業廃棄物という概念が導入されま

して、それ以来、この20種類につきましては、

処理が云々ということはございません。それか

ら、不法投棄の問題でございますけれども、い

わゆる家電法なんかのリサイクル料金というも

のが導入されました。それで、御質問の趣旨と

はちょっと違うかもしれませんけれども、家電

などの場合は、リサイクル料は後払いというよ

うな形でなっているものですから、それで不法

投棄がふえるんではないかという意見もござい

まして、国のほうに対しまして、法律の改正と

かを求めているのでございますけれども、現在

のところ、前払いは見送られているという状況
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でございます。直接、基本的には変化はござい

ません。

○鳥飼委員 そうしますと、三重県でしたかね、

ごみを焼却して何とかという名前をつけて、小

さい粒にして、それを焼却に回していて、いろ

んなことがあって、それでおかしいじゃないか

というようなことも出てきたりしたんですけれ

ども、かなり解釈によっては、これは有価物で

すよと、お金を５円みたいな、10円とかいうよ

うなこともやっているわけですが、それを防ぐ

手段といいますか、法で防ぐなり、いろんなも

ので防いでいくというのは、根拠として変わっ

ていないということなんでしょうか。どうやっ

て防いでいけばいいのかどうかということなん

ですけれども、そこをお尋ねします。

○道久環境対策推進課長 いわゆる廃棄物につ

きましては、先ほどもちょっと申し上げたんで

すけれども、国のほうで廃棄物に当たるかどう

かというものを５つ掲げております。ですから、

この５つの判断基準でもって総合的に判断して

いくということになります。

○鳥飼委員 わかりました。いずれにしても、

かなりな検討が十分にされないと、やはり豊島

のような事件は起こり得るという、状況に変わ

りないということですから、非常に私たちも含

めて行政の責任は重いということだろうという

ふうに思っております。

それから、もう１点だけお尋ねしますが、廃

棄物処理計画、一期と二期、二期計画に今入っ

ていて、06年から10年までというようなことな

んですけれども、これもいただいたと思うんで

すが、ちょっと今手元にありませんけれども、

リサイクルの状況で、県としての目標というの

を先ほど定めておられないといいますか、ここ

に出していないということなんですけれども、

これは何か理由があるんでしょうか。

○道久環境対策推進課長 先ほど、いわゆるリ

サイクル率を求めていないと申し上げましたの

は、８ページの真ん中の表、リサイクル量の種

類別内訳についての率というものを出していな

いというふうに申し上げたんですけれども、こ

れは全国ベースではございますけれども、本県

にはないということでございます。本県のやつ

につきましては、この７ページの表、平成22年

度目標で、一般廃棄物につきましては、リサイ

クル率24％９万9,000トン、産業廃棄物につきま

しては、22年度目標値は38％の71万4,000トンと

いうふうに目標値を定めております。

○鳥飼委員 それはわかったんですけれども、

個別に定められないというのはどういうふうな

理由ですかということですけれども。

○道久環境対策推進課長 まず、紙類が県内に

というんでしょうか、紙類、金属類等ですけれ

ども、県内に幾ら入ってきているのかというと

ころがちょっと把握できない。ですから、リサ

イクルされた量というのは把握できるんですけ

れども…。失礼しました。一般廃棄物につきま

しては、いわゆるペットボトルとかプラスチッ

クとかそういうものが、一緒に処理場というん

でしょうか、ああいうところに入ってくるもの

ですから、それぞれ品目ごとに流通経路が異な

るということで、その流通量がわからないとい

うことで、県ベースでは把握できないというこ

とです。

○鳥飼委員 よくわからなかったんですけれど

も、要望だけ申し上げておきますが、やはり全

体よりか個別に立てられたほうが、なるほど、

これはこうなんだなということで、利用して捨

てる、それは業者であったり利用者であったり

消費者であったり、いろいろするわけですけれ
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ども、そういう意味で、個別に立てられたほう

がわかりやすくて自分たちもやっていこうとい

う気になるという意味で申し上げたので、事業

策定時にそんな議論をされたかどうか、また後

ほどお聞かせください。結構です。

○図師委員 京都メカニズムについてちょっと

教えていただきたいんですが、私の理解が間違っ

ておったら訂正していただきたいんですけど、

これは資料の２ページにありますが、排出権の

取引ができるということで、対象ガスを先進国

同士でやりとりをする、数値を変えていける、

分配できるというような理解をしているんです

が、私は排出権の取引のときに、売買できると

申しますか、例えば年間対象ガスをアメリカが

何万トン出す分、日本が例えば未植栽地、植栽

対策を何ヘクタール分すれば、アメリカの分を、

日本がアメリカから排出量に見合うだけの金銭

をもらえるといいますか、売買できるというよ

うなシステムもあったんじゃないかなと理解し

ているんですが、それはいかがですかね。

○堤環境管理課長 排出権取引、アのほうに書

いてありますけれども、これは先進国間という

ことが前提になります。これは先進国で京都議

定書を批准している場合には、それぞれ削減目

標がございます。日本はまだ削減目標に達して

いないんですけれども、既に削減した国の場合

は、余っている状態なわけで、削減量として、

それを削減が進んでいない国が買うと、そういっ

た取引でございます。ですから、これは市場経

済的な状況もありまして、需要と供給の関係で

値段が上がってくると、そういったこともござ

います。ですから、今、そんなに削減が十分進

んでいるところというのはＥＵ以外にはありま

せんで、なかなかこれは進まないとは思います

けれども、現在、日本の国で考えられておりま

すのが、国内の排出量取引制度をつくろうとい

う動きがございます。それは事業者に対して排

出量を決めて、そして削減量を決めていくと。

そうしますと、日本の国内での排出量取引が成

立するといった制度でございます。現在、検討

に入ったというふうに聞いております。

○図師委員 今のお答え、非常に興味があるん

ですが、国内でのやりとりができるようになれ

ば、宮崎県の場合は、特に目標数値もあります

けれども、抑制するリーダー県にもなれると思

うんですよね。それで、国内同士でやりとりが

できれば、先ほど言いたかったのは、今、重点

施策に上げている未植栽地の対策のためにも、

うまく予算化していけるような取引ができるん

じゃないかなと考えて、国の動向、そこら辺の

情報をしっかり入れられて、国内でのやりとり

ができるときには真っ先に動けるような体制づ

くりはしていただきたいと思っております。要

望です。

○外山委員 不勉強であれなんですけど、この

ガスの排出量とよく耳にしますけれども、これ

は数値化するに当たって、どういった決め事と

いうか、数式が何かあるんですかね。単純に何

百万トンとか13億トンと言うが、どうやって数

値化しているのかな、本当に基本的な話になり

ますが。

○堤環境管理課長 電気使用料だとか、あるい

は石油を燃やしたときに、どのぐらいＣＯ２が発

生するかという係数がございまして、その係数

をずっと掛けていって、ＣＯ２の排出量として算

出するということになっております。

○外山委員 一般家庭であれば、クーラーとか

電気使用料に掛けるわけですか。

○堤環境管理課長 そのとおりでございます。

電気使用料の係数というのが、電力会社ごとに
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違っております。つまり火力発電の多い例えば

沖縄あたりは非常に係数が高くて、九州電力ぐ

らいだと真ん中よりも下ぐらいとか、そういう

ふうに九州電力らと年度ごとにどのような方法

で発電したかということで係数が変わってまい

ります。

○外山委員 今の漠然と数字を聞いてまして、

いつも思っていますが、どうやって算出するの

かなと、一般の家庭とかですね。車もそうです

か。例えば車の場合、保有台数に掛ける係数に

なるのかな。

○堤環境管理課長 車の場合は、ガソリン車の

場合、揮発油の販売量、ディーゼルの場合、軽

油の販売量、そういったもので算出をいたしま

す。

○押川委員 宮崎県、施設園芸の中で相当重油

をたくんですが、この農業用の暖房関係のもの

も、この部分の中に今後入ってくるというのが

予想されるんですよ。これが例えば施設園芸の

そういう暖房あたりを何％削減しなさいという

ことまでくるようなことになるんですかね。

ちょっとわかる範囲で結構ですけれども。

○堤環境管理課長 今そういうまだ排出削減の

排出量割り当てというのは決まっておりません

ので、今後、検討課題の中で入ってくるのかど

うか、ちょっと私のほうではわかりません。

○押川委員 仮にそういうものになってくれば、

先ほどから出ている木質ペレットを使う暖房、

あるいは先ほどありましたとおり未植栽地、そ

こらあたりで入れ込みができるというか、カウ

ントできるものがあれば、そういう操作もして

もらうというものも大事じゃないかなというふ

うに考えておりますから、要望で結構ですけれ

ども、今後そういうものがあれば、ぜひそうい

うことを念頭に、この第一次産業のものも考え

ていただいておるとありがたいなと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

○権藤委員 その他でいいですか。宮崎市の廃

棄物処理場の問題等について、私どもの会派が

農林環境がいないものですから、２回にわたっ

て開かれた常任委員会の傍聴もできなくて、自

宅にファックスが14～15ページの分厚いのが

入って、あれを読んである程度はわかりました

し、また２回の新聞記事等でわかったんですが、

概括的にこの流れと今日時点で顕在化した問題

をちょっと説明していただきたいと思います。

○西村委員長 権藤委員、これは一度全部終わっ

てからでよろしいですか。

○黒木覚市委員 産廃場、産業廃棄物の捨て場

なんですが、今、県外の業者といいますか、当

時は県内の皆さん方がやっておって、現在、県

外の皆さんがやっておるというような施設もあ

るので、そういう状況は把握しておるんでしょ

うかね。

○道久環境対策推進課長 経営を県外の業者が

やっていらっしゃるところという意味でござい

ましょうか。そちらのほうにつきましては、こ

ちらのほうで把握いたしております。

○黒木覚市委員 県内業者がやっておって、現

在、県外業者がやっておる施設というのは何施

設ぐらいあるんですか。

○道久環境対策推進課長 申しわけございませ

ん。ただいまこちらのほうにちょっと資料がご

ざいませんものですから、後ほど御報告させて

いただきます。

○黒木覚市委員 一番懸念するのは、法改正と

かいろんなものがどんどん進む中で、有価物あ

たりをいろんな形に変えて、県外から県内に持

ち込もうとするいろんな思惑もあるわけですよ

ね。そこ辺を一番心配するものですからちょっ
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とお聞きしたんですが。わかればまた、ちょっ

と調べておいてください。

○川添委員 先ほどの質問に関連しまして、国

の排出量は17年、18年出ていますが、本県につ

いて、17年、18年が出ていないというのはどう

いう理由ですか。

○堤環境管理課長 国のほうは、今、確定値が17

年度でございまして、18年度は速報値というこ

とで推計をしております。国の出し方というの

は、データが出ていないものについては、18年

度はそのままという形で計算をしているようで

す。都道府県レベルになりますと、宮崎県内の

エネルギー等の使用料についてはわかるわけで

すけれども、それを部門別に分けるときに、総

合エネルギー統計というのがありまして、それ

が２年おくれて出るものですから、本県分の案

分するためには、部門別に確かなものを出すに

は２年ぐらいおくれるということになります。

それで、国よりも１年ぐらいおくれるわけです

けれども、17年度について今計算中でございま

す。もうしばらくすると出るかと思います。

○川添委員 家庭がふえてきているわけですけ

れども、県民の人たち、私たちも、環境問題は

大分知ってきてはいるんですけど、実際に我々

が家庭でどれくらいふえてきているねとか減っ

てきているねと、頑張れるねというような具体

的な行動プランですよね。そういったものがい

まいち、ホームページとか出ているとは思うん

ですが、県民に普及されていないというか、そ

れは一軒一軒の家が家電がふえてきたねとか寝

る時間が遅くなったねというようなことを計測

していくような努力が、非常に縮めるためには

必要ではないかと思うんですが、そこ辺の今後

の行動計画というか、お聞かせいただければと

思います。

○堤環境管理課長 これまでも地球温暖化防止

活動推進センター、これはＮＰＯに指定してお

りますけれども、こういったところであるとか、

あるいは地球温暖化防止活動推進員、県内に105

名いらっしゃるんですけれども、そういった推

進員の活動、あるいは学校において子供たちに

地球温暖化対策を実行してもらうということで、

こども地球温暖化防止活動推進事業、こういっ

たものを行ってまいりまして、県民に対する普

及啓発は行ってきているんですけれども、今後

は、20年度からの事業になりますけれども、実

践を促進する事業、こういったものをやってい

きたいと考えています。具体的には、県内のス

ーパーで使われているレジ袋を数値目標を定め

て削減をしていく。現在３％ぐらいと言われて

いるんですけれども、それをスーパーと協力し

て30％ぐらに上げていきたい。大体レジ袋１枚

が62グラムのＣＯ２を排出すると言われていま

す。１人が年間300枚ぐらい使うということで、

それを30％に上げれば、県内で6,000トンぐらい

削減できる計算になります。それから、業務関

係につきましても、専門家を招聘して、業務関

係での削減はどのようなことをすれば削減でき

るかという研修会を開いて、そして事業所ごと

に目標を掲げていただくとか、あるいは運輸業

者、こういったところに対しましても、今、国

のほうでエコドライブコンテストというのを

やっています。これに参加をできるだけしても

らって、そして具体的に目標を定めてＣＯ２を削

減していくと、そういったことを研修会等も含

めてやる予定にしております。いずれにしまし

ても、具体的に目標を定めて削減していくとい

う手段でないと、一般的な普及啓発だけでは削

減は進まないという考えでこのような事業を計

画したものです。
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○川添委員 ぜひ明確な行動計画をどんどん提

示していただきたいと思います。

それと最後に、産業廃棄物のリサイクル量は

非常に順調に推移しているわけなんですが、最

近、テレビ等で、悪質業者がリサイクルを行わ

ずに不法な投棄を行っているといったのが出て

いましたけれども、県内においては、リサイク

ル量の裏づけ、現場の調査とか実際の状況、そ

こ辺の裏をとった数字になっているんでしょう

か。

○道久環境対策推進課長 アンケート調査等で

把握いたしているところでございます。

○川添委員 アンケート調査で、いろいろ量も

多いし業者も多いと思うんですが、結局そのア

ンケート調査の中で漏れて、リサイクルをされ

ているはずなのが実際されていなくて、違法に

不法投棄されたというのが、各県、他県でそう

いう事例がたくさん見られているということで、

今、環境省も非常に問題視しているらしいんで

すけれども、アンケートプラス現場のリサイク

ルの状況調査みたいなものも必要だと思うんで

すけど、今後の取り組みについてお願いします。

○道久環境対策推進課長 その点については、

今後検討させていただきたいと思います。

○西村委員長 ほかに質疑はございませんか。

暫時休憩いたします。

午前11時56分休憩

午前11時59分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

○道久環境対策推進課長 現在、問題になって

おりますことは、いわゆる第３、あそこが４つ

の水槽に分かれているんですけれども、そのう

ちの１つにつきましては、17年の８月から10月

にかけまして補修工事を行っております。それ

で、いわゆる供用開始を行ったわけなんですけ

れども、当初、第３水槽、４つのうちの１つの

水槽以外の水槽は使用していないというふうに

おっしゃっていたんですけど、５月１日の公社

の記者発表では、17年の７月から昨年19年３月

までの１年９カ月間、この水槽以外の水槽も使

用していた、それから浸出水調整池からの漏水

はないものと考えておりましたけれども、記者

発表では、17年度と18年度に、浸出水調整池か

らではございませんけれども、計６回の浸出水

の漏水があったということ、それから浸出水処

理水、これにつきましては焼却施設の冷却水と

して利用しているという御説明をいたしており

ましたけれども、浸出水に含まれる塩化物イオ

ン濃度、これの上昇で、現在の脱塩処理施設・

設備、こちらでは計画処理量の３分の１しか処

理できないということで、18年７月から去年の10

月まで、タンクローリーで公共下水道宮崎処理

場へ搬出していたという、この３点が現在問題

になっております。今後につきましては、そこ

らのいわゆる原因というんでしょうか、責任・

原因追及、そちらのほうに今後力を注いでいき

たいというふうに考えております。

○権藤委員 それでまずは、私が考えるのは、

市の職員の出向もあるのに、市に連絡が行った

行かんという、この議論は終わったと考えてい

いんですか。

○道久環境対策推進課長 市のほうとの連絡云

々につきましては、私どものほう、ちょっと把

握いたしておりません。

○権藤委員 それから、あそこの公社の問題だ

けかもしれませんが、県からの出向、市からの

出向がありながら、記録がないというような一

部報道があるんだけど、これの事実はどうなん
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ですか。

○道久環境対策推進課長 そちらのほうにつき

ましても、公社のほうの書類の問題でございま

すものですから、私どものほうとしては把握い

たしておりません。

○権藤委員 そうすると、県は公社に対して指

導とか監督の責任はあるんですか、ないんです

か。

○道久環境対策推進課長 公益法人としての指

導の責任はございます。

○権藤委員 私たちが心配するのは、現在でき

てきたところで、住民の方が不安を感じた何だ

と、運営についてね。まだ、当初建設するとき

に、こういうことをやりますといったのも、細

かな問題は残っているわけですね。そういう中

で、こういういいかげんな運営だというような

ことになってくると、今度は次にじゃ県北地区

とか県南地区とかいうときに、あれだけ苦労し

てお願いしてつくらせてもらったという精神が、

もともとあれは県がつくらせてくださいという

ことだったから、私は内部調査をするぐらいの

県の監督と指導の責任はあると、あっていいと

いうふうに思うんですよ。公社といったって、

県がお金出した、市がお金出した、つくりまし

たということで、それはみんなのことをやって

いる公社ではありますけどね。そういう意味で

は、今後、私は今回の問題を踏まえて、県とし

て、こういうふうにして正常化しますという答

案を書き上げないといかんと。それは公社が書

き上げるか、一緒になって書き上げるか、その

ときに宮崎市もこの地域の一番大きな受益者と

いうか、そういうものとして一緒になって、県

が市に情報が、手続が漏れたとか、そういうこ

とが問題になるというのは情けないんですよね。

そして、最近では、北地区の市会議員もやって

おられる会長が辞表を出すじゃ出さんじゃと。

そうなってきたら、私は今後の運営も問題だけ

ど、第二、第三の県北・県南の、公社は建設が

難しくなるんじゃないか。それはやっぱりつく

るまでは神経を使って、つくってしまったとい

うふうに緊張が切れて、記録がないとか何とか

という、けしからんと思うんですよね。だから、

この問題については、これ以上時間かけません

けど、県は県なりの立場でこうすべきだという

のを、公社に無理を言うことがあるかもしれん

けど、それぐらいのことはしてもらわないと、

我々はあそこ辺で花見とかあっても焼酎も飲め

んですよ、本当の話がですよ。そういうことで

すので、部長、よろしくお願いします。

○髙柳環境森林部長 これは地元住民のみなら

ず、県民の安全・安心、これは大きな問題でご

ざいますので、今、課長が申し上げましたよう

に、公益法人の設立許可は県が行っております。

法的にもその指導監督というのはございます。

また一方では、廃棄物処理施設の許可につきま

しては、宮崎市の権限でございます。いずれに

しましても、この問題について、これは土質の

問題とかいろんな専門的な問題もかなりござい

ますので、そういった調査の方法等について、

今、関係部局も含めて検討いたしておるところ

でございますので、その辺については十分、今、

権藤委員のおっしゃられたことも踏まえて、県

としての対応もぴしゃっとやっていきたいとい

うふうに考えております。

○権藤委員 よろしくお願いします。

○西村委員長 さらにその他の質疑はございま

すか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、これで終わりたいと

思います。
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執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後０時７分休憩

午後０時９分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、先日開催されました委員長会議の結果

につきましては、先日の常任委員会で資料の配

付がありましたので、説明は省略させていただ

きます。御協力をよろしくお願いします。

それでは、協議事項（１）の「委員会の調査

事項について」であります。

お手元の資料１をごらんください。

１の委員会の設置目的につきましては、さき

の臨時議会で議決されたところでありますが、

２の調査事項は、特別委員会設置に当たって、

各会派から要望が出された①から③の項目と

なっております。

この調査事項は、本日の初委員会で正式に決

定することとなっておりますが、今回出されて

いる項目は、既に３つにまとめられております。

この３項目にしたいと考えておりますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、調査項目は、①地球

温暖化対策に関すること、②新エネルギーに関

すること、③廃棄物処理に関することにしたい

と思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、「委員会の調査活動方針・計画について」

であります。

活動方針（案）につきましては、資料１の３

のとおりであります。

活動計画につきましては、資料２をごらんく

ださい。

これにつきましては、当委員会に付託されま

した調査項目や委員長会議の結果を考慮して、

調査活動計画（案）を作成いたしました。これ

らの案につきまして、何か御意見がありました

らよろしくお願いします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 では、特にないようですので、

この案のとおり、今後１年間の調査活動を実施

していくことにしたいと思いますが、御異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、協議事項（３）の「県内調査について」

であります。

資料２をごらんください。

７月16日から17日に県北調査、８月５日から

６日に県南調査、10月22日から24日に県外調査

を計画しております。

７月の調査は、６月定例会中の委員会開催後、

すぐに実施されることから、本日ある程度の調

査先の目途を立てたいと思いますが、御意見や

御要望がありましたらお願いいたします。

○鳥飼委員 調査先はお任せしますけど、実際

やっている現場、これを見て勉強したほうがい

いかなと思うんですが、県外も、ちょっと思い

出せないんですけど、エネルギー、例えば太陽

光発電を積極的にやっている県とかあるんです

ね。ちょっと忘れて申しわけないんですが、そ

ういうところを候補に上げていただけるとあり

がたいなというふうに思っております。

○西村委員長 ほかに御意見はございませんか。
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ただいまの御意見を参考にしまして、また日

程を組んでいきたいと思っております。

なお、７月の県内調査直前まで委員会の開催

予定がありませんので、正副委員長に御一任を

いただきたいと存じますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのような形で進め

てさせていただきます。

最後になりますが、先ほど協議していただき

ました調査事項を踏まえまして、次回の委員会

での執行部への説明資料要求について何か御意

見や御要望はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 御意見や御要望がないようです

ので、次回の委員会の内容につきましては、正

副委員長に御一任ということでよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように進めさせ

ていただきます。

質疑の途中で出たものに関しましては、早急

に準備するようにお願いいたします。

その他でございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 では、ないようですので、次回

は６月定例会開会中の委員会を予定しておりま

すので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を終了いたし

ます。

午後０時13分閉会


